
Kekkaku Vol.78, No.6: 435-442, 2003 435

老人保健施設における結核の早期発見に影響する要因

大森 正子 和田 雅子 吉山 崇 内村 和広

要旨:老 人保健施設における結核の早期発見方策を検討する目的で,1都4県358の 老人保 健施設に

アンケー ト調査 を実施 し,169(47.2%)か ら回答 を得た。施設は併設病院あり36.1%,診 療所あ り

12.4%,ど ち らもなし51.5%で,平 均年齢は入所者83.2歳,通 所者79.6歳,平 均利用期間は入所者7

ヵ月,通 所者13ヵ 月だった。施設利用時に胸部X線 検査を実施 していた施設は入所者42.6%,通 所

者23.7%,利 用期間中に結核検診を実施 していた施設は入所者45.6%,通 所者15.4%だ った。職員へ

の定期結核検診は94.7%の 施設で実施 していた。入所者の食欲低下や全 身倦怠 といった症状は,

67.5%の 施設で毎 日点検 していると答えたが,呼 吸器症状は18.9%と 少なかった。2週 間以上続 く呼

吸器症状で病院を受診させる際,入 所者では93.5%の 施設が文書 を持たせ,63.9%が 胸部X線 と喀痰

検査 を依頼すると答えたが,通 所者では医療機関受診を勧めるだけで特に症状 を説明する文書を持た

せず結果を確認することもしないと答えた。結核患者発生率は,施 設利用者10万 対104.6で,調 査地

域の一般住民(同 年齢)の 結核発生率よりやや高かったが有意の差は見 られなかった。老人保健施設

は医療機関とみなされ結核予防法で健診の対象にはなっていない。法的措置の基に効果的な患者発見

方策を確立する必要がある。

キーワーズ:結 核,高 齢者,老 人保健施設,早 期発見

は じ め に

2001年 の結核の統計では,わ が国の結核発生の49.2%

は65歳 以上の高齢者で,75歳 以上の後期高齢者に限っ

ても28.6%を 占めている1)。この割合 は年々拡大 して き

たが,既 感染者状況,人 口の将来予測等を考慮するとこ

の状況はまだ15年 は続 くもの と考 えられる。一方若い

成人ならびに中高年男性を中心とした都市結核問題も拡

大 してきているが,都 市結核問題は,特 にホームレスの

患者 を対象 としたDOTを 戦略の核 とし,様 々な創意工

夫のもとに結核対策が実践されている。これに対し高齢

者結核問題は,厚 生省の結核対策特別促進事業としてイ

ソニアジ ドによる結核発病予防が提示 されたが,わ れ

われの 「中高年齢者に対するイソニアジ ドの結核発病予

防」の研究2)からも集団を対象 とした結核対策として高

齢者に実施するには問題が多い。近年老人保健施設の開

設が急増 しているが,そ の老人保健施設でわが国でも大

規模 な集団発生があり多数の死亡が報告された3)。この

ような状況から高齢者の結核対策を考える場合,早 期発

見 ・早期治療により高齢者を結核で死なせないこと,軽

症のうちに発見することにより周囲の人々を結核感染か

ら守ることの対策が当面は重要である。高齢者の早期発

見方策を検討することを目的に,結 核に関するアンケー

ト調査結果をまとめたので報告する。

調 査 方 法

アンケー トは全国老人保健関係施設要覧2000(中 央

法規)に 掲載 された老人保健施設で,1都4県(東 京

都,千 葉県,埼 玉県,神 奈川県,岡 山県)358施 設に送

付 された。なおこの1都4県 を選んだ理由には,先 に住

民ベースで実施 したイソニアジ ドによる結核発病予防2)

を,高 齢者施設ベースでも実施可能か検討する目的もあ

り,こ の研究が実施可能な地域を選んだことがあった。

またその目的のためアンケー トは施設長名で送付 され,

回答欄には記入者の職名と氏名の記入も求めた。調査は

2000年9月 の1ヵ 月間に実施された。
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358施 設中169施 設か ら回答があ り,回 答率 は47.2%

だった。 なお地域別の回答率 は東京都54.1%,千 葉県

425%,埼 玉県48.6%,神 奈川県49.2%,岡 山県41.8%で

あった。また回二答者の多 くは施設長自身であった。

調査項目のうち,開 設年,併 設の病院 ・診療所の有無

については全国老人保健関係施設要覧から情報を得た。

それ以外はアンケー トによった。アンケー トの項 目は,

①施設の概況として平均入所者 ・通所者(以 下,利 用者

とも呼ぶ)数,平 均入所・通所回数,平 均入所・通所期間,

利用者の平均年齢,医 師数,看 護師(介 護師数),② 利

用者 ・職員の健康診査 として,利 用者の入所 ・通所開始

時の結核 の有無に関する健康診断(X線 検査),利 用者

と職員の定期の健康診断(X線 検査),④ 症状 の出現に

ついて,利 用者の呼吸器症状の点検,呼 吸器症状に気づ

いた時の対応,利 用者の食欲低下,全 身倦怠の点検,こ

の症状が確認された場合の対応,⑤ その他結核に関する

ことで,過 去5年 間の利用者 ・職員からの結核発病者,

発病者が出たときの対応,施 設内感染予防対策委員会の

ような組織の有無,結 核の知識についてのリーフレット

の設置,結 核院内(施 設内)感 染予防の手引きの設置,

利用者 ・職員の結核検診についての考え,イ ソニアジド

の知識,高 齢者結核発病予防事業の認知と実施の考えで

ある。

統計学的な処理として,要 因の解析 はX2検 定 を行っ

た。老人保健施設での結核発生については5年 以内の発

生を尋ねたが,開 設後5年 以内の施設 も多いため,発 生

率については,通 常の利用者数に施設の開設期間を掛け

て求めたpersonyearを 分母 として,結 核患者発生数の

10万 対率を計算 した。ただし開設後5年 を超える施設

については5年 を開設期間とした。調査地域の同年齢(75

歳以上)一 般住民の結核発生率は,1998年 の結核発生動

向調査年報を利用した。一般住民の結核発生率に対する

老健施設からの結核発生率の比(相 対危険度)を 求め,

Karzの 方法により95%信 頼区間4)を計算した。

結 果

1.老 人保健施設の背景

老人保健施設の設備面で,169施 設中併設病院がある

施設は61(36.1%),診 療所 がある施設 は21(12.4%),

どちらもなしは87(51.5%)と 病院 ・診療所の どちらも

な しが最 も多かった。なお,ど ちらもな しは東京都

42.5%,千 葉県47.1%,埼 玉県63.9%,神 奈川県58.1%,

岡山県46.4%と 若干埼玉県,神 奈川県で多い傾向があっ

たが,統 計学的な差はみられなかった。

老人保健施設の開設から調査時点までの期間は,2年

以内が38(22.5%),5年 以内が113(66.9%)と 半数以上

を占め(Table1),開 設か らの期間は非常に短かった。

Table 1 Number of facilities responded to the 

questionnaire by year from the foundation of health 
service facility for the elderly, 2000

Median=3.5years

入所者,通 所者について施設ごとにその平均年齢を問

い合わせたが,不 明を除きさらにその平均をとった結果,

入所者では平均年齢83.2歳(n=135),通 所者では79.6

歳(n=121)で あった。

施設への入所 ・通所の平均回数は,入 所者では1回 と

答えた施設が最 も多 く,通 所者では2回 と答えた施設が

最 も多かった。

入所者,通 所者の平均施設使用期間は記載されていな

いものが多かったが,不 明を除いてその期間の中央値を

みると,入所者では7ヵ 月(n=91),通 所者で13か 月(n

=61)で あった。通所者では平均通所期間24ヵ 月以上

という施設も16(26.2%)あ った。

2.結 核の有無に関する確認

入所者,通 所者の施設利用 に結核 を発病 しているかど

うかの確認については,胸 部X線 検査を実施 している

と回答 した施設が入所者で72(42.6%)と 通所者の40

(23.7%)に 比べて多かったが(p<0.01),そ れでも半数

以下であった(Table2)。X線 上活動性結核がない とい

う診断書を提出させているものも含めてみると,入 所者

では138(81.7%),通 所者では107(63.3%)で あったが,

何 もせず との回答は入所者で15(8.9%),通 所者で32

(18.9%)と 通所者で多かった(p<0.01)。

併設病院あるいは診療所の有無別に,施 設利用時の結

核の発病に関する確認方法をみると,入 所者,通 所者 と

も,胸 部X線 検査を実施 している割合 は診療所を有す

る施設で大 きく,次 いで病院 ・診療所いずれもなし,併

設病院あ りの順であったが,統 計学的な差は見 られな

かった(Table2)。 診断書の提出を求めるものは,病 院 ・

診療所いずれもなしが最 も多 く,次 いで併設病院あ り,

診療所あ りの順であった(p<0.01)。

3.定 期の健康診断

定期的な胸部X線 による結核検診 は,入 所者では77

(45.6%)と 通所者の26(15.4%)に 比べ多 くの施設で実
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Table 2 Measures to identify tuberculosis cases at the time of admission in health service facilities for the elderly 

by type of care and type of facility, 2000

Figures indicate the numbers (proportions) of health service facilities for the elderly.
*Medical certificate stating the absence of active tuberculosis

**Information from home doctor or previous medical doctor

Table 3 Implementation of periodic tuberculosis screening for users (by 
type of care) and employees, 2000

Figures indicate the numbers (proportions) of health service facilities for the elderly. 
*Doctors

, nurses, care assistants and other employees 
**Results of TB screening offered by a municipality-

: No such item on questionnaire

施されていたが(p<0.01),そ れでも半数に満たなかっ

た(Table3)。 なお通所者では市町村が実施 している住

民健診受診の確認をもって定期健診に代 えている施設も

42(24.9%)あ った。一方,何 もせず という回答は,入

所者,通 所者 ともそれぞれ59(34.9%),63(37.3%)あ っ

た。介護人も含めた職員への定期健診は160(94.7%)の

施設で実施されていた。

4.呼 吸器症状 と症状の確認

利用者の臨床症状から医師が入所者に病院を受診 さ

せ,通 所者に受診を勧める際に,よ く経験する呼吸器症

状 として頻回呼吸または呼吸困難,発 熱,2日 以内の咳,

3日 か ら2週 間未満の咳,2週 間以上の咳,2週 間以上

の痰,血 痰,胸 痛 を挙げたところ,発 熱が最 も多 く,次

いで咳3日 ～2週 間未満であった。この状況は入所者,

通所者でも大きくは変わらなかった。なお症状の組み合

わせでもこの2つ の症状が同時にあったときに病院を受

診させるあるいは受診を勧める経験が多いと答えた施設

が多かった。

なお利用者の症状の点検を呼吸器症状 と食欲低下や全

身倦怠に分けて質問した結果,呼 吸器症状を毎 日点検 し

ているとい う回答 は,入 所者で32(18.9%),通 所者で

20(11.8%)と 非常に少なく,本 人の訴えや介護者が気

づけば報告すると答えた施設が,入 所者で135(79.9%),

通所者で139(82.2%)と 多 くを占めていた(Table4)。

これに対 し食欲低下や全身倦怠 については,入 所者で

114(67.5%),通 所者で83(49.1%)施 設が,毎 日の点検

項 目に有 りとして,よ く確認がなされていた(Table4)。

5.呼 吸器症状が確認された時の対応

2週 間以上続 く呼吸器症状が確認されたときの対応を

問診 した。入所者 についての回答は,① 「併設病院(診

療所)あ るいは協力病院に呼吸器症状を伝え,胸 部X線

検査(喀 痰検査)を 依頼する」と答えた施設が108(63.9%)

と最 も多 く,次 いで,② 「併設病院(診 療所)あ るいは

協力病院に呼吸器症状を伝えるが,検 査は担当医に任せ

る」と答えた施設が50(29.6%),③ 「その他」が10(5.9%)

であった。通所者用の回答項 目は,① 「併設病院(診 療

所)あ るいは協力病院の受診を指導 し,呼 吸器症状 を伝

える文書を持参させ,結 果を医療機関に問い合わせる」,
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Table 4 Checking for clinical symptoms in health service facilities for the elderly 

by type of symptom and type of care, 2000

Figures indicate the numbers (proportions) of health service facilities for the elderly
*Observe any signs or symptoms everyday by check list

**Report if user complains or if care assistant finds any signs or symptoms

Table 5 Comparison of case rates for tuberculosis between elderly users in health service facilities for the elderly 

and residents in the community

*Number of health service facility users for the elderly in 2000 

**Population of Tokyo , Chiba, Saitama, Kanagawa and Okayama in 1998
***Number of facility users multiplied by the years from the foundation of health service facility for the elderly . Five years was used

 if the years from the foundation of facility was over 5 years.

② 「併設病院(診 療所)あ るいは協力病院の受診 を指導

し,呼 吸器症状を伝える文書を持参 させ,結 果は本人か

ら確認」,③ 「医療機関の受診 を勧 めるが,特 に文書を

持たせることはしない」,④ 「その他」と内容を変えて質

問 したが,結 果 は,①50(29.6%),②28(16.6%),③

69(40.8%),④15(8.9%)で あった。通所者では呼吸器

症状を伝える文書を持たせる施設は半数以下にす ぎず,

結果の確認も十分 とは考えられない結果だった。

6.結 核患者発生状況と発生時の対応

老人保健施設における過去5年 間の結核患者発生状況

を質 問 した。利 用者 か らの発 生が あ った施設 は52

(30.8%),職 員か らの発生は5(3.0%)施 設あった。利

用者か らの施設ごとの患者発生数は4名 が1施 設,3名

が2施 設,2名 が6施 設あった他は,す べて1名 の患者

発生で,計65名 であった。職員からの患者発生数は各

施設1名 の5名 であったが,5施 設のうち4施 設では施

設利用者からの患者発生もあった。

患者発生状 況未回答 を除 く165施 設 につ いて,老 人保

健施 設 におけ る結核 患者発 生率 を計算 した結果10万 対

104.6で あ った(Table5)。 利 用者 年齢 の施設平均 は80歳

前 後 で あ る ため,当 該 都 県 の75歳 以 上 の 結核 罹 患 率

100.1と 比 較 す る と,1.04倍(95%CI:0.82-1.34)で あ っ

たが,統 計学的には有意の差はみられなかった。

結核患者の発生にあた り保健所 と協議したという回答

は,利 用者あるいは職員から結核患者発生のあった53

施設中30施 設(56.6%)で あった。なお,施 設内感染予

防委員会は120(71.0%)で 設置されていたが,結 核患者

発生のあった施設では53施 設中44(83.0%)と,発 生の

なかった施設の116施 設中77(66.4%)よ り有意に多 く(p

<0.01),患 者発生後に設置された可能性が示唆された。

7.結 核 に関する認識

老 人保 健施設 におけ る結核へ の認識 として,「 院内感

染予 防の手引 き」は127(75.1%)の 施 設 におい てあ り,「イ

ソニアジ ド(INH)が 結 核 の予 防薬 として使 われている」

こ とも130(76.9%)で 知 ってい たが,「 高齢者へ のINH

に よ る予 防事業 が あ る」こ とは49(29.0%)し か 知 らな

かった。「高齢者へ のINH投 与 事 業 につ いては機 会が あ

れば積極 的 に検討 したい」が65施 設(38.5%)あ っ たが,

82(48.5%)は 「情報 を集 めてか ら検 討 したい」と慎重 で

あった。

施設内の結核健診の考 え方は,「定期健診で十分」と

する施設が92(54.4%)と 最も多 く,「施設全体の結核対

策について専門家の意見を聞きたい」が40(23.7%),「 利

用者 ・職員の結核健康診断を専門家の指導で行いたい」
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は35(20.7%)あ っ た 。

8.施 設 か らの コメ ン ト

自由記載欄 に48(28.4%)の 施 設 か らコメ ン トの記 載

が あった。以下主 な内容 を示す。

症状と検査:老 人は症状が現れにくく喀痰 も採 りにく

い。痴呆の方は痰の採取困難。胃液採取も非協力,暴 れ

ることもある。入所中咳 ・痰 ・発熱繰 り返すも,家 族の

都合で1カ 月以上受診が遅れた(受 診には家族の付 き添

い必要)結 核菌陽性の例あ り。X線 を撮っても陳旧性陰

影が活動性であるかの判断は困難。

結核 との確認:診 断書 ・主治医(か か りつけ医)か ら

の情報提供書でよく確認。一方情報提供書に結核の項 目

がない,未 記入が多い,病 状のみの紹介 も多い,と 情報

の不十分の指摘 もあり。診断書は信用できず(異 常なし

の通所者が発病,職 員へ感染)結 核専門病院の協力で入

所時 または契約時に再度X線 検査 を実施。ただし診療

費の請求はできず施設の持ち出し。

定期の結核検診:長 期入所者は症状がなければ全 く胸

部X線 検査の機会なし。多 くが衣類の着脱,検 査の順

番とかで介助 を必要とする上,こ ろんで骨折事故なども

あ り集団検診の実施は大変。寝た きりの方の胸部X線

施行は不能。

介護保険制度:介 護保険以前は当施設の健康診断書を

持参 させ検査 も十分できていた。老人保健法適応時は入

所期間も短 く施設の移動 ごとに胸部X線,血 液検査結

果の提供があった。現在は特に居宅事業所扱いの通所 ・

ショー トステイで紹介時資料が少ない。入所期間が長期

化 し胸部X線 の機会減少。介護老人保健施設は定額制

であ り検診の施設負担は困難。

その他:あ まり過敏 に反応すると既往歴や胸部X線

で有所見者の受け入れ先がなくなり,現 場は混乱する。

厚生労働省 ・地方行政機関 ・保健所経由での通達は具体

性に欠ける。経済面 も含めて一貫性のあるマニュアルの

提示,実 際のサービスの提供を望む。

考 察

アンケー トの回収率が47.2%と 低かったことについて

は,記名式ということが影響した可能性も否定できない。

しかし調査票を送付 した358施 設を回答群 と未回答群に

わけ,地 域,開 設期間,併 設病院の有無について比較 し

たが,統 計学的な差は見 られなかったので,未 回答施設

が回答施設 と極端に異なった背景をもっていることはな

いと考えられる。

老人保健施設は開設期間の中央値が3.5年 と近年に開

設 された ところが多かったが,過 去5年 間(5年 以内は

開設期間)に 利用者からの結核患者発生は30.8%の 施設

でみ られ,職 員か らの発生 も3.0%の 施設から報告 され

た。高齢者施設での結核感染の危険は一般住民に比べて

高 く5)～7),結核患者発生率は4倍 高いという報告7)があ

る一方,発 生率は変わらないまたは低いという報告 もあ

る8)9)。本調査では利用者か らの結核発生率は,当 該地

域の同年代の罹患率 と比べてわずかに高率だったが,統

計学的な差はみられず結核発生率は変わらない という結

果だった。ただし低いとの報告8)はやはりアンケー ト調

査からのもので,そ の理由に結核の発生があった施設で

はアンケー トに回答 しなかった可能性が指摘 されてい

る。本調査でも未回答の施設の背景に差はなかったもの

の,結 核発生の有無については不明なので,発 生率の差

に,調査方法の問題が影響 していることは否定できない。

老人保健施設では80歳 以上が半数を占めている。そ

して特 に入所の目的は,病 気・障割の発生や身体機能の

低下で寝たきりに相当する状態を機能回復訓練によって

家庭復帰させることであるが,痴 呆も多 く,最 近では特

別養護老人ホームの入居待ちや,入 所退所の繰 り返 し,

いくつかの老人保健施設を転々とする例が増えてきてい

るということである(老 人保健施設長私信)。 アンケー

トでも平均入所回数が2回 と答えた施設が23施 設,3回

以上 と答えた施設も21施 設あった。

高齢の結核患者は低栄養が結核発症の要因となってい

ると指摘 されているが3)10),高齢施設入所の高齢者は一

般の高齢者より低栄養から免疫抑制状態の者が多いと報

告されている11)。そのような中で,感 染を受ければ既感

染者でも再感染発病は起こり9),現 に老人保健施設で大

規模な再感染からの結核発病が疑われた事例が報告され

ている3)。加えて80歳 での結核未感染者の割合は2000年

で14.8%,2010年 で27.0%と 推計 され12),今 後ますます

拡大してい くことは確実であるので,高 齢者施設内で高

齢者が結核 に新たに感染することはわが国でも一般 的に

なって くるだろう。なお施設内感染 という点では,最 近

開設 されている老人保健施設では若い介護士が多 く6),

職員の多 くは結核 に未感染であることから,職 員への感

染防止策は非常に重要である。しかし,院 内感染対策委

員会は結核患者が発生して初めて設置されたと考えられ

る施設も多 く,結 核患者の発生があっても保健所 と協議

している施設は必ずしも多 くはないようである。

老人保健施設においては,常 勤の医師がお り医療行為

はできるものの,入 所中に肺炎 ・骨折等急な状態変化で

他医療機関での入院加療が必要なことも入所者にはしば

しば発生する。また結核の診断がされない状態で施設か

ら病院への入退院を繰 り返している問に,複 数の医療機

関職員と一般 住民へ結核 を感染 させた事例が報告 されて

いるが13),わ が国で もこのような事例はしばしばみられ

るようになるかもしれない。従って日頃から保健所 との

連携 を密にし,結 核患者発生にあたっては併設病院や協
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力病院ともども保健所 と協議することは非常に重要であ

る。

イソニアジ ドによる結核発病予防は,最 近感染 した者

については高齢者で もその効果が報告 されてお り14),感

染の確認が確実にできるようになれば有効であるかもし

れない15)。ただし痴呆 も多 く,寝 たきりで免疫抑制され

た高齢者が多い施設で,最 近の感染が明らかになり発病

予防を実施するとして,ど のような実施上の問題が生 じ

るかの研究は十分に行われていない。これらの課題がク

リアされるまでは,や は り高齢者結核対策の優先課題は

患者の早期発見により,周 囲の者に起 こす感染拡大 を最

小限に予防することと言えるだろう。

従って,施 設利用時に結核 を発病 しているか否かの確

認は重要であるが,入 所者でも胸部X線 を実施 してい

ると答 えた施 設は42.6%し かな く,こ れ は入所 時に

84.3%で 胸部X線 検査 を実施 したという特別養護老人

ホームのアンケー ト結果5)と大きく異なっている。入所

時の健診が不十分であるなら定期の健康診断で結核が軽

症のうちに発見されればよいが,老 人ホームなどの老人

福祉施設と異なり老人保健施設は医療機関扱いとなり結

核予防法による施設健診の対象とはなっていないため,

定期の結核検診は入所者の45.6%,通 所者の15.4%に し

か実施されていなかった(Table3)。 カナダのオ ンタリ

オ州でも州の法律でサーベイランスの対象となっていな

い老人介護施設(nursing homes)は,対 象 となっている

老人ホーム(Homes for the Aged)に 比べ,ツ 反実施率が

低いと報告されている16)。

老人保健施設の多 くで,定 期の結核検診は実施されて

お らず,症 状がでてか らの対応 となっている。もっとも

定期の健診は患者発見の万全の方法ではない。かえって

年1回 の行政の提供による健診が施設側 に安心感 を与

え,各 施設の主体的な予防対策の動機付けを妨げること

もあると危惧する声 もある17)。急速進展する結核患者に

対応するためには結核に関連する症状を見逃さず適切な

検査を実施することである。高齢結核患者の場合,症 状

として呼吸器症状を訴えないで体重減少や,食 欲不振な

ど全身症状のみを訴える頻度が29%あ り,こ れは中年

以下にくらべ有意に高いと報告されている18)。幸いなこ

とに食欲低下や全身倦怠の症状は毎 日点検 していると答

えた施設が多かったが,そ れが結核を疑い胸部X線 撮

影や,結 核菌検査にどれだけ結びついているかは疑問で

ある。周囲への感染の危険を考えると呼吸器症状への注

意は非常に重要であるが,食 欲低下や全身倦怠が毎 日点

検 されているのに比べ,本 人の訴えや,介 護人の報告に

頼っているのが実態であった。入所者には痴呆や言語障

害を持つ者が多い。点検項 目になければ呼吸器症状は見

逃されることが多 く,結 核の発見の遅れにつながるだ

ろ う 。

また呼吸器症状が続 き,医 療機関を受診させる際も,

入所者では93.5%の 施設で医療機関にその症状を文書で

伝え,63.9%で は胸部X線 検査や喀痰検査を依頼 してい

たが,通 所者では医療機関の受診を勧めるのみで文書も

持参させていない施設が多 く,症 状がでても十分に対応

しているとは言い難い回二答だった。

本論文では老人保健施設における結核の早期発見に影

響する要因については多 くの議論をしたが,早 期に発見

で きればそれが早期の治療につながるとの観点からであ

る。 しか し一般医療機関入院中,高 齢者施設入所中の高

齢者の場合,結 核を発病 しても結核専門病院に移送でき

ないことが しばしばあり,その最 も大 きな理由として「結

核の治療 より現疾患の治療を優先 させた」45.8%,「 重

症で結核病院か ら断 られた」11.6%,「 結核専門病院や

結核病床に空床がなかった」9.2%が 報告されている19)。

高齢者の早期発見 ・早期治療ならびに施設内感染対策を

確実なものにするためには高齢者施設における効果的で

効率的な対策を早急に具体化 し,法 律の定めのもとに実

施することが必要である。その際には高齢者施設の実態

を十分に調査 し,現 場に即 した具体的な方法を示すべ き

である。

結 語

高齢者の結核対策では排菌に至る前の早期発見対策が

現在のところ高齢者結核対策には最 も重要 と考えられる

が,老 人保健施設では,利 用開始時の結核発病の確認が

効果的に実施 されているとは言い難いうえ,定 期的な健

診 は入所者でも半数以下の施設で しか実施 されていな

かった。また利用者の呼吸器症状の発現にあたって医療

機関と施設問の情報交換が十分には行われていないこと

が問題と考えられ,特 に有症状者については排菌の確認

は非常に重要なので,喀 痰検査は必ず実施するよう文書

で依頼すべ きである。最後に法律の裏付けによって,結

核検診の強化 を図るとともに,高 齢者施設,医 療機関,

保健所の連携 を密にし,呼 吸器症状発現に際して検査項

目の確認,定 期的な保健所の指導は早急に確立されるべ

き課題と考えられた。

本論文は平成12年 度国際共同研究和 田/大 森班で実

施 し,第76回 結核病学会総会でその一部を発表したも

のである。調査 にあたってアンケー トにご協力下さいま

した老人保健施設の方々に深謝致しますとともに,調 査

ならびに結果の整理に尽力下さった結核研究所疫学研究

部の磯角和枝さんはじめスタッフの皆さんに感謝致しま

す。
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FACTORS RELATED TO EARLY CASE DETECTION OF TUBERCULOSIS 

 IN HEALTH SERVICE FACILITIES FOR THE ELDERLY

Masako OHMORI, Masako WADA, Takashi YOSHIYAMA, and Kazuhiro UCHIMURA

Abstract The proportion of newly notified tuberculosis 

cases aged over 65 years has been rising and reached 49.2% 

in 2001. For this reason, the Ministry of Health, Labor and 

Welfare recommended in 1999 to give preventive therapy for 

tuberculosis to elderly persons with fibrous lesions on chest 

X-ray. However, our research pointed out many problems 

in the matter and low public health benefits of preventive 

therapy.

At present, early case detection and treatment are consid-

ered to be the most effective tuberculosis control measures foi 

the elderly in Japan. For the purpose of developing the mos] 

effective case finding method for the elderly, we investigatec 

various aspects of tuberculosis in health service facilities foi 

the elderly. Health service facilities for the elderly were 

established since 1988 to provide nursing care and rehabilita-

tion services to enable elderly persons who no longer neec 

hospitalized care to return home.

Questionnaires were mailed to 358 health service facilities 
for the elderly in a metropolitan city and 4 prefectures. One 

hundred and sixty-nine facilities (47.2%) responded. Among 

them, 61 (36.1%) are attached to hospitals, 21 (12.4%) are 

attached to clinics, and 87 (51.5%) are not attached to any 

medical facilities. The median duration from the opening of 

the facility was 3.5 years, and 113 (66.9%) facilities were 

founded within 5 years. The mean age was 83.2 years for 

facility-care users and 79.6 years for day-care users. The mean 

duration of care was 7 months for facility-care users and 13 

months for day-care users.

 Pre-admission chest X-ray was conducted for facility-care 

users in 72 (42.6%) facilities, and for day-care users in 40

 (23.7%) facilities. Comparing with 84.3 % (Shishido, 2002) 
in special nursing homes for the elderly, the rate was signifi-

cantly lower in health service facilities for the elderly. Peri-

odic TB screening during care utilization was also less 

frequently carried out in health service facilities for the elderly 

 (45.6% for facility-care users and 15.4% day-care users). A 

possible reason is that special nursing homes for the elderly 
are mandated to conduct periodic TB screening as provided 

by the TB Control Law, while health service facilities for the 

elderly are not under such provision. Periodic TB screening

for employees was carried out in 160 (94.7%) facilities.

Respiratory symptoms were less frequently checked com-

pared with anorexia or lassitude. Thirty-two facilities (18.9%) 

checked the facility-care user everyday for respiratory symp-

toms using a check-list, while 114 facilities (67.5 %) checked 

only for anorexia or lassitude (p <0.01).

When persistent respiratory symptoms were observed in 

facility-care users, 157 (93.5 %) facilities referred them to 

hospitals with letters explaining their symptoms and 108 

 (63.9%) facilities requested chest X-ray and sputum tests. 

However, for day-care users, most facilities only advised them 

to visit medical institution without any letter of referral.

Within 5 years, 52 (30.8 %) facilities reported 65 TB cases 

among facility users and 5 (3.0%) facilities reported 5 TB 

cases among employees. Based on person-year, case rate was 

calculated to be 104.6 per 100,000 among elderly facility 

users. This rate was compared with that of people aged 75 

years over in the community. Rate ratio was 1.04 (95 % CI : 
 0.82-1.34). The risk of developing tuberculosis was slightly 

higher in the elderly facility users, but the risk was not statisti-

cally significant. This result may be influenced by the low 

response rate from facilities with tuberculosis cases.

We conclude that it is very important to detect TB cases at 

the early stage of disease not only to protect the elderly from 

tuberculosis death but also to prevent outbreak of tuberculosis 

infection in health service facilities for the elderly. Effective 

and feasible tuberculosis control for the elderly should be 

provided under the TB control Law and be implemented with 

the cooperation from related medical institutions and public 

health centers.
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